
平成21年度チャレンジ25地域づくり事業（実証事業）公募要領
平成22年１月

環境省総合環境政策局環境計画課

1． 事業の概要及び目的

我が国は、昨年９月の国連気候変動首脳会合において、温室効果ガスを2020年までに1990年比で25%削減するという目標を示しました。地球温暖化対策は、産業、交通、民生、地域づくりなどあらゆる分野で総合的な対策を進めていくことが課題であり、国をはじめ地方公共団体、民間事業者、ＮＰＯ、地域住民など多様な主体が参画し、取組を進めていくことがますます重要となってきています。

本事業は、公募により地域の二酸化炭素排出量の削減に効果的な取組みを推進し、地
域の活性化を図るとともに、環境負荷の小さい地域づくりを実現するための事業を支援するものです。

具体的には、地方公共団体、民間事業者、ＮＰＯ、地域住民等多様な主体が参画し、
自然資本等の地域特性を活かしてあらゆる分野で先進的な対策技術の導入や既存設備の効率的活用等、2020年までに1990年比で地域の二酸化炭素排出量を25%削減するために効果的な対策を集中的に実施し、その結果から「こうすれば25%削減できる」という明瞭なイメージを示し、他の地域へ普及させていくための実証事業に対して支援します。
２．公募対象事業

対象とする事業は、地方公共団体、民間事業者、ＮＰＯ等による協議会または検討会等（以下「協議会等」という。）を設け、地域の二酸化炭素排出量を2020年までに1990年比で25%削減するため、産業、輸送、家庭、民生等あらゆる分野で先進的技術の導入、地域特性を活用した効果的対策、既往対策技術の効果的連携、既存設備の効率的利用等を総合的・集中的に実施することにより、25％削減の実現に向けて各種施策の効果を実証するための事業とします。
なお、二酸化炭素排出量を把握できない事業や啓発事業は対象としませんが、導入設備や技術の効果的な利用促進や維持管理を目的とした取組は対象とします。
３．公募条件等

　　応募者は地方公共団体とします。
　複数の市町村を対象地域とした場合は、都道府県が応募者となります。ただし、広域で事業を行う場合、対象とする各地方公共団体の全域が含まれていることが必要です。

４．実施体制について

　　本事業は、複数の民間事業者と共同で行うことも可能です（この民間事業者を共同実施者※と呼びます）。

　　この場合、応募者である地方公共団体が実施代表者となり、応募書類の提案者となるほか、採択後は実証事業の推進に係るとりまとめを行うとともに、共同実施者との役割分担に基づく事業の調整や進捗管理ならびに環境省との調整・対応を行うものとします。

　　このため、実施代表者となる地方公共団体においては、これらの事務を迅速に対応できる体制を有し、かつ共同実施者と調整を図る協議会等を設置していることが必要です。
※　共同実施者とは、単に対策設備を設置するだけでなく、データの収集、事業性、削減効果の推計等本事業の目的を達成するすべての業務を受託する民間事業者を言います。
５．事業の実施期間
事業の実施期間は平成22年3月31日（水）までとします。ただし、特別の事情等により、これにより難い場合は、別途指示する日までとします。
６．採択の要件

　　本事業の採択要件は以下のとおりとします。

（１） 地方公共団体、民間事業者、ＮＰＯ等による協議会等が設置されている、または契約日までに設置されることが確実であること。また、協議会等の構成員が明確になっていること
（２） 共同実施者は協議会に必ず参加するものとし、円滑に事業を実施するための体制と役割分担が明確になっていること

（３） 共同実施者については、事業を行うための実績・能力・実施体制を有していること

（４） 提案概要に、実施する対策について、内容・効果・実施する理由等が明確な根拠を基づき示されていること
（５） 地方公共団体、民間団体、ＮＰＯ等多様な主体の取組が盛り込まれること
　（６） 同一地域内で、他の補助金を活用した事業と内容が重複しないこと
　（７） 原則として、事業を実施するに必要な経費の予算が措置されていること
　（８） 地域の活性化に関する効果があること

　
７．提案の選定

　　一般公募を行い、提出された提案をもとに、厳正な審査を行い、予算の範囲内で優れた提案のものから選定します。

採択に当たっては、事業の内容、事業費や実施体制等の変更をお願いする場合があります。

　　なお、採否を問わず、審査結果に対するご意見は対応致しかねますのでご了承下さい。

８．応募に当たっての留意事項

　（１）　採択された事業の応募者が受託者になります。

受託者は、事業報告書を作成し、環境省に提出するものとします。

　（２）　本事業で設置または購入した備品・設備（消費税額抜きで５万円以上とし、カスタマイズされないもの。）は、環境省の資産となります。

　　　　　このため、事業終了後継続して使用する場合は、単年度毎に環境省の使用許可が必要です（採択後詳細を説明します。）。
９．応募の方法

　（１）応募書類の書式（応募様式）について
応募に当たり提出が必要となる書類は、以下の＜様式一覧＞に掲げる５種類です。必ず、添付資料の各様式に従って作成してください。
応募書類の作成に当たっては、必ず次の電子ファイルをダウンロードして作成するようお願いします（様式のレイアウトは変更せずにそのまま入力して下さい）。
＜様式一覧＞
・平成21年度チャレンジ25地域づくり事業(実証事業)応募様式
・平成21年度チャレンジ25地域づくり事業（実証事業）に要する経費内訳（受託者用）【別紙１－１】
・「平成21年度チャレンジ25地域づくり事業（実証事業）に要する経費内訳（共同実施者用）【別紙１－２】」
・平成21年度チャレンジ25地域づくり事業（実証事業）実施体制【別紙２】
・平成21年度チャレンジ25地域づくり事業（実証事業）協議会構成案【別紙３】
（２）応募書類の提出方法について
①提出方法
ア 電子メールが使用できる環境の場合
応募様式を、電子メールの添付ファイルとして、以下の送信先アドレスあてに送信して下さい。
◎電子メールの送信先アドレス：SOKAN_CHIIKI@env.go.jp
◎あて先は、「環境省環境計画課 チャレンジ25地域づくり事業実証事業担当」として事業の区分が分かるようにして下さい。
◎メール件名（題名）と添付ファイル名は次のとおりとして下さい。
・メール件名：【実証事業】「チャレンジ25実証事業提案応募」

・添付ファイル名：「申請者名（地方公共団体）」としてください。
(例) ○○県、○○市 等
　 ◎メール送信に関する注意
応募書類一式を、ダウンロードしたアプリケーションで作成し、それぞれを一連の電子ファイルとして送信して下さい。

◎添付ファイルの作成・保存に関する注意
ダウンロード時に一つのファイルとなっている応募書類を複数のファイルに分割して送信した場合、その後の扱いに（様式の一部欠損等）関し、当方は責任を持ちません。
電子ファイルを作成するアプリケーションソフトによる保存形式は、エクセル2007以下のバージョン形式として下さい。使用するフォントについては、一般的に用いないものを使用しないで下さい。添付ファイルは自動解凍ファイル等、圧縮ファイルとせず、電子ファイルの容量自体を極力小さくするような工夫をお願いします。特に図表等を挿入する場合は、十分注意してください。
当該電子ファイルにマクロ等の機能を付与しないで下さい。このようなファイルは速やかに破棄・削除させていただきます。
また、Windows以外のパソコンで書類を作成した場合、必ずWindowsマシンでファイルを展開できることを確認の上、提出して下さい。ダウンロードしたExcelの様式を一太郎その他のソフトに変換して提案いただいた場合及び当方のWindowsマシンで展開できない状態で送付された場合は受理できませんので御注意下さい。
なお、当方のメールサーバーの都合上、添付ファイル容量が２ＭＢを超える場合は受け取れないことがございます。ファイルの分割等により、添付ファイルの容量が２ＭＢ以下になるよう、ご配慮頂きますようお願い致します。
◎受領の確認
当方で受領を確認した場合、受領したメールをそのまま返信します。
当方へ送信後、1週間程度しても返信がない場合、当方にうまく送受信されていない可能性があります。電話にてお問い合せ下さい（電話番号は10.問い合わせ先参照）。
イ 電子メールが使用できない環境の場合
電子メールを送信することができない環境の場合は、応募様式ファイルを保存したCD-ROMと、打ち出したものを１部同封の上、送付して下さい。
◎送付先の住所： 〒100-8975 東京都千代田区霞が関1-2-2
◎あて先は「環境省環境計画課 チャレンジ25地域づくり事業実証事業担当」として事業の区分が分かるようにして下さい。
◎電話番号：TEL03-3581-3351(内線6222、6229)
◎封筒等の表に、必ず、赤字で「チャレンジ25実証事業提案応募書類在中」として事業の区分が分かるように記して下さい。
◎電子ファイルの名前、形式等、ファイル作成上の注意は、上記アの場合と同じです。
◎受領の確認
提案書類に記されたFax番号あて、受領した旨をFaxします。当方へ送付後、１週間程度しても受領確認のFax等がない場合、送付過程でのトラブルが考えられます。電話にてお問い合せ下さい（電話番号は12.問い合わせ先参照）。
②提出いただいたファイル等について
提出いただいたファイル等は、返還しません。
③応募書類の受付期間について
【実証事業】平成22 年2 月8 日（月）～平成22 年2 月26 日（金）17 時必着

受付期間以降に当方に到着した書類のうち、遅延が当方の事情に起因しない場合は、応募課題として受け付けません。
10．採択について
　　採択決定は３月上旬とします。なお、本委託契約は、平成21年度補正予算（第2号）（案）（平成21年12月15日閣議決定）が成立し、当該事業が実施可能になった後に、委託契約を行うこととしています。
11．委託費の額について

　　本事業は、事業費の上限は特にありません。（予算の範囲内で環境省総合環境政策局長が認める額とします。）
12．問い合わせ先
　　〒100－8975　東京都千代田区霞が関1－2－2
環境省総合環境政策局環境計画課地域政策係
TEL 03-3581-3351(内線6222･6229)

FAX 03-3581-5951
Email SOKAN_CHIIKI@env.go.jp
13．事業の実施において計上できる経費

事業で直接使用する経費として計上できる経費の区分は、下記のとおりです。
	経費の区分
	内容

	直接経費
	謝金
	検討会等の委員に支払う謝金です。共同実施者には支払えません。
また、専門的な助言を得るためのアトバイザーについても可です。

	
	旅費
	事業を実施するために必要となる調査、情報収集、会議への出席等を行うための旅費に限ります。ただし、事業に直接携わる職員の旅費のみが対象です。また、検討会等の委員出席旅費も含まれます。外国旅費は、認められません。

	
	備品費
	単価5万円以上の機械器具及び文献図書等であって、比較的原形のまま長期反復使用に耐えるものとします。
単価50万円以上の備品については、３社以上から見積もりを徴収し、最低価格を採用して（見積合わせ）ください。また、契約段階で購入理由書の提出を求め、その必要性について審査します。
なお、リース可能なものは必ずリースにより対応してください。リース料は「借料及び損料」に計上してください。

	
	消耗品費
	燃料代、消耗機材、試薬、消耗部品、雑誌、コンピュータソフト等、使用するに従い消費され、長期使用に適しないものが対象となります。

	
	印刷製本費
	会議資料、文書、図面、報告書等の印刷、製本に要する経費です。また、報告書にあっては、華美な装丁は必要ありません。

	
	通信運搬費
	切手、はがき、運送代、通信・電話料等であって、本事業に使用した料金であることが証明できる経費に限ります。

	
	光熱水料
	電気料、水道料、ガス料であって、事業のみに使用した料金であることが専用のメータ等により証明できる経費に限ります。

	
	借料及び損料
	機械器具・設備・施設のリース料、会場借料等です。受託者の所属する機関等の所有する設備の損料等は対象とはなりません。

	
	会議費
	会議等の飲物代で、１人１日当たり、300円を目安とします。
会議に使用する資料の印刷費や会場借料等については、それぞれ印刷製本費、借料及び損料に計上してください。

	
	賃金
	資料整理作業員等の日々雇用する単純労務に服する者に対する賃金が対象となります。派遣会社から雇用する場合は、雑役務費で計上してください。

	
	雑役務費
	翻訳料、速記料、データ収集料等が対象になります。

	
	委託費・外注費
	事業に必要な経費であり、受託者が直接実施することが不可能な事業について民間事業者等に再委託・外注して実施するための経費です。
委託費・外注費を計上する場合は、応募時点で再委託・外注予定機関、金額、内容等をできる限り詳細に記載してください。

	
	その他経費
	その他事業を行うために必要な経費で、環境省総合環境政策局長が承認した経費。

	間接経費
	一般管理費
	対象となるのは以下の経費です。

例：非常勤雇用者の雇用保険費・事務用品・コピー代

直接経費から再委託費・外注費を除いた額に10分の1.5を乗じて得た金額以下となります。


◇直接経費のうち対象とならない経費の例
・退職金、ボーナスその他の各種手当、受託者と直接雇用関係が生じるような月極の給与等の人件費
・机、椅子、複写機、PC等受託者が属する機関で通常備えるべき設備品を購入するための経費
・本実証事業と関係のない学会出席のための旅費・参加費
・事業実施中に発生した事項・災害の処理のための経費
・その他、事業に関連性のない経費
◇共同実施者の経費
　　　・委託費で事業を行う共同実施者も、上記経費の区分を参考とした受託者と同じ内容の積算内訳を提出する必要があります。

　　　・共同実施者は事業に携わる職員の人件費を計上することができます。

　　　・共同実施者に対しても受託者と同様の条件で間接経費を計上することができます。

　　　・共同実施者は業務を再委託することはできません。ただし、工事や材料の加工等については外注費として計上できます。
◇その他留意事項
・この委託契約に関する事務の取扱いについては、他の法令に定めるもののほか、環境省委託契約事務取扱要領によるものとします。
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